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7・23温州列車衝突脱線事故に関する中国新聞報道の分析
陳　　　雅　賽
はじめに
　中国では，社会に大きな影響を与える恐れがあ
るような，突発的に発生し応急措置をとるべき自
然災害，事故災難，公共衛生事件，社会安全事件
などは突発事件と呼ばれている1。これらは人々
の生命を脅かす恐れがあるので，言うまでもなく
人々は突発事件の情報に高い関心度を持ってい
る。中国の報道界では，1980年代までは突発事
件を報道することは長らくタブーであったが，改
革開放に伴って突発事件報道も慎重に「開放」さ
れてきている（西茹 2008）2。それでもしばらく
は，例えば国民に不安をもたらす事故の死傷者
数，突発的な伝染病の感染者数及び死者数といっ
た情報は，迅速には公開されなかった。しかし
2003 年，中国政府は SARS の情報隠蔽にまつわ
る苦い経験をしたことが画期となり，それ以降，
中国の突発公共衛生事件と自然災害報道の情報公
開が進んできていることが見てとれる。例えば，
2008年の四川大震災が発生した時，各新聞紙は
被災地の被害状況と死傷者数を速やかに報道した
ことが指摘されよう。もっとも，この時には依然
として『人民日報』のような党報は，治療活動や
救援活動における党員幹部の英雄的ストーリーや
市民の事跡などを宣伝するような報道姿勢が主流
であった。もちろんこういったことは，程度の差
はあれ他国にも見られることであり，例えば日本
でも，同じ大震災である2011年の3・11東日本大
震災直後は，マスコミは「大本営報道」3 ばかり
で「放射能」と「健康被害」の情報を隠した，な
どとの指摘は多かった。このようにマスコミが突
発事件を「透明的」に報道することは，中国だけ
でなく世界各国の国民が望むことであるといえよ
う。
　さて近年は中国でも，そのような国民の生活を
考慮した，「民生」をより重視する政治改革に従
い，新聞の編集方針も変わってきている。すなわ
ち2009年，『人民日報』は「党報の性質を堅持し
ながら，報道の市民性を強調する」4 という編集
方針の改正を行った。しかしこの方針によって，
『人民日報』の突発事件報道は実際に変わってき
たのだろうか。また2010年になると，中国のイ
ンターネットメディアが急速に発展してきたこと
に伴い，ネットメディアが突発事件の情報伝達を
担ったり，また事件に関係する当局の行動等を監
視するという機能を顕しはじめてきたことも重要
である。しかもネット上には国民のさまざまな意
見が流されるようになってきており，ネット・
ユーザーの声は民意を代表するものとみなされる
ようになってきた。そのため，近年のネットメ
ディア環境の発達は，そうしたネット上の民意を
新聞等の既存メディアが汲み上げるのに有利な条
件を提供してきていると言える。特に利用者数が
3億人を越えた微博（中国版のツイッター）5 は，
140字以内の書き込みを通じてリアルタイムに他
の多数の利用者に情報をシェアするサービスであ
る。一部の都市報の社会面でも，微博上に書き込
まれた情報や意見がよく見られるようになってき
ている。
　では，このネットメディアの充実という，これ
までになく新しいメディアの環境下において，既
存メディアはどのように報道を行うようになって
いるのであろうか。上述のようにネットメディア
は主に「民意」の発信であり，それを都市報が反
映するようになったことで，党報の報道との間に
大きな変化が現れてきているのではないだろう
か。そしてこのことは，人びとの生活に大きな不
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安を呼び起こす突発事件の報道に際して最も顕著
になるのではないだろうか。このように考える
と，近年の突発事件の報道における既存メディア
とネットメディアとの関係を明らかにすること
は，現代の中国のメディアのあり方を理解するた
めに非常に重要なことであると言える。しかしこ
れまで，この種の研究はなされてこなかった。そ
こで本稿は，既存メディア（党報および都市報）
の突発事件報道の実態を，ネットメディアの動向
と関連させながら明らかにすることを試みるため，
ネットメディアが大きな役割を演じた2011年の
7・23温州列車衝突脱線事故の報道を事例として
取り上げ，党報および都市報の事故報道について
分析する。具体的には，突発事件報道における党
報および都市報の違いはどこにあるのか，また
「報道の市民性を強調」する方針を立てた『人民
日報』が，この事件の報道の際には実際にそのよ
うな姿勢を取ったのだろうか，そして微博のよう
なネットメディアが既存メディアにどのような影
響を与えたのか，という三点について検討した
い。
2．先行研究と本稿の目的
　突発事件に関する報道全般の研究は海外では多
くないが，中国国内のメディア研究においては増
加してきている。それらは突発事件の取材や編集
の在り方や戦略に関する研究，および報道突発事
件に関わる制度研究，突発事件に関する報道の事
例研究という三つのテーマに大別される。
　まず，取材や編集の在り方や戦略に関しては，
謝耘耕・曹慎慎・王婷『突発事件報道』（2009）
がある。この研究は，突発事件の報道システム改
革から突発事件報道の方式，取材の方法，編集の
原則と技術までを詳しく紹介したもので，研究と
いうよりは大衆向け読み物という位置づけの方が
適切かもしれないが，同書の第三章では突発事件
報道を三つの段階（第一段階：報道の速報を競い
合う，第二段階：報道内容の幅広さを競いあう，
第三段階：報道内容の詳細さを競いあう）に分
け，新聞，放送，インターネットの各段階におけ
る報道の方法を紹介した。本書は突発事件報道を
把握するに際しては，本研究にとっても重要であ
るものの，突発事件の事例分析，突発事件報道と
政治・社会環境との関係の分析には有用とは言え
ない。
　次に，具体的な既存メディアの突発事件のミク
ロな視点での事例分析としては，西茹『中国の経
済体制改革とメディア』（2008）の第三章の「新
型肺炎（SARS）の危機」が挙げられる。SARS
の蔓延への経緯を紹介し，中国の新聞報道の動向
及び中国政府の情報隠蔽の動きを説明した上で，
政府の関与を受け中国の新聞の情報伝達機能が損
なわれていること，そして権力層は既得利益を守
るため情報操作を行う可能性が増大することを論
じた。しかし新聞によるSARS報道の質的かつ量
的な分析は行われてはおらず，新聞報道の実態
や，異なる性質の新聞各紙の間の差異は明らかに
されなかった。
　最後に，7・23事故に関するメディアの報道の
研究は，ネットメディアに関するものがほとんど
であるものの，既存メディアによる報道に関する
研究（代国麗「7・23温州列車事故報道のフレー
ム分析―『人民日報』，南方都市報，ニューヨー
ク・タイムズを中心に」（2012））も現れた。この
研究は「報道の掲載紙面」，「報道主題」，「情報
源」などの面から三紙の事故報道の違いを明らか
にしたものである。その分析結果によると，政治
権力によるコントロールによって，『人民日報』
の報道内容の中心は政府の対応であったのに対
し，『南方都市報』は事故の反省及び責任追及に
関する報道が，そして『ニューヨーク・タイム
ズ』は中国の政治，経済発展の在り方を批判する
報道がそれぞれの中心であった。7・23事故の中
米両国における既存メディアの報道の研究は，本
研究にも参考になるが，ネットメディアの影響を
考慮に入れなかったことと，事故発生地の新聞報
道に触れていないことから，不十分であろうと思
われる。
　以上の先行研究を踏まえて，本稿は『人民日
報』，『新京報』6，事故発生地で発行されている
『温州都市報』7 を分析対象とし，その内容分析を
通じて，各性質の報道の実態を比較し，突発事件
報道における既存メディア，ネットメディア及び
関連公権力との間の影響を明らかにする。
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3．研究方法
3－1　分析対象の選定――なぜ「党報」と「非
党報」を選定するのか
　党報は党に所属する宣伝機関の発行物である
が，都市報は直接的には党の管理を受けず，しか
も企業の発行物であるという相違がある。この点
からも，党との関係の緊密さによって，報道の違
いが生まれる。報道はどのように異なるのかを明
らかにするために，党報と非党報の比較が必要で
あろう。
　ゆえに，本稿では，党報の『人民日報』，都市
報の『新京報』，『温州都市報』を研究対象として
取り上げた。
3－2　内容分析の手順
　新聞調査によると，8 月 1 日から 7・23 事故の
報道件数は少なくなり，8月5日から見られなく
なった。そこで本研究では，この三紙について，
2011年7月24日から8月6日まで二週間8 を対象
期間とし，事故に関する報道の量的かつ質的な調
査を行った。
　『人民日報』の該当記事は20件あったのに対し
て，『新京報』，『温州都市報』はそれぞれ 79 件，
111件であった。また，紙面における記事の重要
性は，記事の掲載紙面及び記事が紙面に占める面
積の割合を通して把握することができる。そこで，
今回の調査の記事量について，記事の報道件数以
外，記事の掲載紙面（一面に掲載するかどうか，
特集紙面を作るかどうか），各記事の面積を測り，
記事がどれほどの面積が割かれて，報道されたの
かを調査した。
　記事の内容については，「報道ジャンル」，「報
道主題」，「報道イメージ」（プラス，中立，マイ
ナス），「発信クレジット」（発信名義），「ニュー
スソース」という五つの観点からそれぞれの内容
を分析した9。分析の結果に基づき，各新聞紙の
報道の特徴と，その特徴から見られる既存メディ
アとネットメディアの関係を考察し，7・23事故
報道の実態を論ずる。
4．温州列車脱線事故の顛末
　7月23日夜20時27分，事故発生地の住民であ
る新浪微博ユーザー「SMM苗」が「激しい風の
後，高速鉄道はどうしたの。新幹線がカタツムリ
のようにゆっくり走っている。何かあるのかな
あ」10 と書き込んだ。これが現場から初めての書
き込みだった。その後，20時38分，車内の乗客
の微博ユーザー「袁小芫」が「D301（事故列車
番号）は温州で事故にあい，急に止まった。猛烈
な衝突があり，しかも2回あった。全部停電した。
私は最後尾車両にいる。無事を願っている。本当
に怖い」11 と新浪微博に書き込んだ。これが事故
発生後の初報だった。20時50分ごろ，鉄道部副
部長胡亜東が事故現場に行き，現場の救援活動を
指導した。
　7月24日（事故の翌日），ネットでは7月24日
（事故翌日）の全国有力紙の第一面をまとめて比
較した内容をマイクロブログ上で何百万の人々が
転載し，『人民日報』，『光明日報』，『解放日報』
などの機関紙は統一した方針で，第一面で脱線事
故を報道していなかったことが広く明らかとなっ
た。同日の『人民日報』（党の機関紙）の第一面
では，高速鉄道脱線事故の報道はなく，その第一
面のトップは「中央軍事委員会が6名の高級士官
を将校に昇進させる」という記事であり，7・23
高速鉄道脱線事故の内容を掲載したのは第二面の
右下の位置でわずか3行ほどのスペースである。
その反対に『新京報』，『南方都市報』，『広州日
報』，『東方早報』，『青年報』，『揚子晩報』，『東南
商報』などの都市報はほとんど第一面の半分以上
を使って7・23高速鉄道脱線事故の報道をしてお
り，しかも全てが事故現場の写真付きだった。こ
のような各新聞の第一面を比較してまとめたもの
がネット上に掲載され，強烈な反響を引き起こし
た。「中国機関紙の黙殺は有り得ない」，「『人民日
報』は失墜した」など非難の声が大きくなってい
る。
　7 月 24 日，「新華社の記事のみを使うように」
といった通達が出されていたが，この通達はほと
んど効果がなく，メディアからは事故対応を批判
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する声が続出した。26日には，国営の中央テレ
ビ（CCTV）の女性のアナウンサーが，原因究明
を涙ながらに訴えた。また，白岩松，敬一丹，邱
启明，肖艳，泰方などニュース評論番組のアナウ
ンサーが番組で事故原因，事故処理，善後賠償問
題について疑問を呈し，特に賠償問題に関しては
「鉄道部の賠償契約にいち早くサインした遺族に
は定額以上の賠償金が支払われる」ことについて
鉄道部を皮肉った。それ以外にも，アナウンサー
がマイクロブログで事故の情報を共有し，アナウ
ンサー同士がコメントし，一般のマイクロブログ
ユーザーのコメントに回答していた。彼らのマイ
クロブログの事故に関連する発信は，1日で5万
以上のマイクロユーザーによって転載された。彼
らの発言は社会世論に大きな影響をもたらしたも
のの，ネット上では彼らの番組の中止，あるいは
彼らの解職の可能性が推測された。しかし，彼ら
は有名なアナウンサーとして一定の社会地位を持
ち，支持者がいたため，番組の停止や処罰等は何
もなかった。
　24日に捜索が終わり，事故車両を切断し，列
車の運転が再開された。同日に上海鉄道局局長は
免職され，夜22時に事故現場近くで鉄道部が主
催する「事故記者会見」が行われたが，報道官の
王勇平は事故原因及について詳細に言及せず，微
博で議論された「生存者の形跡はもうないという
ことで捜査が打ち切られた後になぜ生存者がいた
のか。」という疑念について，「奇跡」の一言で済
ませた。
　中国鉄道部副部長は7月29日に新華社，7月30
日に CCTV（中央テレビ） のインタビューで，
ネット上にあふれる疑問について答えた 12。鉄道
部は積極的に中央級主流メディア13 を通じて，
「公衆関心的熱点問題（市民が関心を持っている
問題）」14 に対して回答することを強調した。
　香港の「蘋果日報」は，鉄道部の今度の事故の
処理に対して「くそっ」と罵った後，南方都市報
（広東省の有力紙）は禁令が出た二日後31日，「く
そっ，奇跡！」というテーマ，「鉄道部は悲惨な
事故への救援の手抜きと真実を隠したことについ
て，くそっ」15 と叱った。
　『新京報』，『21 世紀経済報道』，『中国経営報』
など数紙の関係者が，マイクロブログなどソー
シャルメディアで差し替えられた原稿を公開し，
「宣伝部の禁令は夜に来たので，8面の紙面の原
稿はやむ得ず差し替えた」16 ことを書き込んだ。
ネット・ユーザーの中国政府への不信感が一層つ
のった。
　2011年8月1日，香港記者協会の声明は，中央
宣伝部の指針を正面から否定した。
　以上の例に挙げた以外にも，『21世紀経済報道』
が掲載した「中国の鉄道は『独立王国』だった」，
『北京青年報』の「事故の真相究明は一段と難し
くなった」という記事や，「中国・捜狐ネット」
の「中国よ，もっとゆっくり走ってくれ」をテー
マとする評論は，今回の事件が露呈した中国体制
の問題点について厳しく非難した。
　8月16日，鉄道部は報道官王勇平を，記者会見
上の不適切な発言を理由に停職処分にすると公表
した。
　このように，事故の情報源は当事者によって微
博によって，事故情報を全世界に配信されるケー
スである。それらの情報は微博で書き込まれてか
ら，他のニュースサイトの報道，掲示板での議論
および既存メディア報道の参入もこの事故原因の
情報公開，調査の透明性，死傷者の賠償などにつ
いて政府にプレッシャーをかけている。事故関係
者の責任追及，調査の透明性を促進したといえる
だろう。
5．三紙の7・23事故報道分析
5－1報道掲載面の変化
　一面に掲載する記事は，掲載した新聞紙面で最
も重要な位置づけと考えられているので，重大な
突発事件が発生した翌日に関連記事を一面に掲載
するか否かということに，その新聞社の事件への
注目度が現れている。以下の表1は，三紙の一面
に掲載する記事の日付別の件数をまとめたもので
ある。　
　7月23日夜から7月24日までネットをはじめ，
都市報，CCTVなども報じ，事故発生から24時
間のうちに社会の大きな話題になった。それとと
もに，「『人民日報』，光明日報など中央級党報が
事故の翌日に一面で報道しなかった」，「党報の7
月24日報道は，ニュース価値がないものばかり
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だった」という非難の声がネット上で高まった。
このような世論の圧力を受けて，7月25日には第
一面のトップ記事を載せたのではないだろうか。
　その一方，都市報の二紙は翌日から7・23事故
の被害情報，事故の原因などについて報道し，在
京紙の新京紙の記者は事故発生地に行くには時間
かかるので，7月24日には，事故情報を最初に報
じた新浪微博での経験者，市民の発信と写真を
ニュースソースとして報じた。『温州都市報』は
被害状況，特に，負傷者が病院に搬送される様子
について独自に報道した。
　一面の他，特集紙面があるかどうか，どれほど
取り上げるかなども新聞紙がニュース価値をどの
ように認めているかについての指標となると考え
た。表2には，各紙が7・23事故の特集紙面を設
けたかどうかについて紙面調査した結果を示され
ている。　　
　　この表を見ると，事故後2週間の党報と都市
報の7・23事故の特集紙面についての取り上げ方
は全く異なったものであったことがわかる。『人
民日報』は最初から特集紙面を作らなかった17 の
に対して，『温州都市報』は翌日の7月24日から
8月1日まで，九日間一貫して特集記事を掲載し，
7月29日までの特集紙面をほぼ毎日5ページ以上
の水準で報道した。『新京報』は，二日後の7月
25日に特集報道を始めた。『新京報』も同じよう
に毎日5ページ以上の紙面を割いて7・23事故を
報じた。しかし，申し合わせたかのように両紙と
も7月30日から特集記事をほとんど掲載しなく
なった。7月30日に7・23事故よりも大きな出来
事があっただろうか。
　実際，宣伝部の部長の劉雲山が秋に開催する予
定の党大会人事を話し合う北戴河会議の準備のた
め，報道規制の初動が遅くなった。7月24日に緊
急に各メディアに「報道内容を規制する通達」を
伝えたが，恐らく，その通達は現場で取材してい
る記者に届いていなかった。鉄道部への激しい怒
りを押さえつけるために，25 日に再び「取材禁
止」の通達を出し，CCTVなど国営メディアが政
府を批判した後の翌日 29 日に「肯定的な報道，
もしくは当局の発表以外」の事故報道を禁止し
た18。「死傷者は新華社が発表した『通稿』に基
づき，報道頻度を抑え，市民の献血など感動的な
出来事を多く報道する。市民の献血やタクシー運
転手が負傷者を搬送する援助活動など，感動的か
つ中国の国民精神を賞賛する内容に焦点を当て
る，事故原因を掘り下げない，反省や評論記事は
書かない」と強調した。19
　この強調された通達を受け，『新京報』は7月
30日から，7・23事故の特集紙面をなくし，一面
でも7・23事故報道を報道せず，代わりに北京大
雨の報道を始めた。『温州都市報』道も7月31日
表１　三紙の7・23事故報道の一面掲載数の内訳 単位：件（%）
新聞紙 報道件数 一面記事の日付及び件数
一面記事の総件数
及び割合
『人民日報』 20（100%） 7/25（1），7/28（1），7/29（3） 4（20%）
『新京報』 79（100%） 7/24～7/28（1），7/29（2） 6（7.6%）
『温州都市報』 111（100%）
7/24（1），7/25（2），7/26（1），7/27（1），7/28（3），
7/29（3），7/30（1），7/31（1），8/1（1）
14（12.6%）
表２　三紙の7・23事故の特集紙面有無 単位：件
新聞紙 7/24 7/25 7/26 7/27 7/28 7/29 7/30 7/31 8/1 8/2 8/3 8/4 8/5 8/6
『人民日報』 × × × × × × × × × × × × × ×
『新京報』 × ○7 ○6 ○5 ○5 ○5 × × × × × × × ×
『温州都市報』 ○7 ○12 ○7 ○5 ○4 ○6 ○1 ○1 ○1 × × × × ×
注：○は特集記事がある　　×は特集記事がない　　○後の数字は特集紙面数（広告含まず）
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からほとんどすべての記事は新華社の「通稿」を
そのまま掲載した。また，7月25日の二回目に通
達の受けた後の26日に，数百の新聞社の7・23事
故の関連報道は差し替えられ，事故発生地の浙江
省の『錢江晩報』は，7月27日に当初は7・23事
故の報道記事を掲載する予定だった第一面には記
事を載せず，車の広告を掲載した。このような形
で中央宣伝部の通達に抗議した。このような形で
の抗議には，のちに『華西報』，『上海青年報』，
『東方早報』，『新京報』，『中国経営報』など新聞
紙も加わった。
5－2報道量の変化
　三紙の報道量は事故の後の経緯によってどのよ
うに変化しただろうか。まず三紙の全体の報道量
の変化傾向を把握するため，それぞれの報道件数
及び記事の面積の割合を図1， 2にまとめた。　
　『人民日報』全体の報道件数は比較的少なく，7
月24日～29日には徐々に増加する傾向が見られ
たが，7月30日から急に下がり，その後報道は殆
ど見られなくなった。一方，他の二紙の報道件数
の変動は，7月29日までは『人民日報』と別の傾
向を見せ，7月24，25日は急に増加し，その後は
上下しつつ，7月29日は一つの頂点に至った。7
月25日から，事故原因への疑い，鉄道部門への
不信等批判報道が多く，例えば，『新京報』の7
月25日の「鉄道局の列車調達部門はなぜ異常を
発見しなかったのか？」20，7 月 26 日の「生活は
ひたすら速度を追及するわけがない」（鉄道部門
は高速列車の速度しか重視していない）21 の報道
で，鉄道の管理問題，高速鉄道の発展問題につい
て批判した。
　三紙とも，2週間の中では7月29日の報道件数
が最も多かった。なぜなら，7月29日は事故死者
の「初七日」であり，温家宝首相の追悼式の参加
及び事故記者会見の回答をメインとした三紙の報
道以外，二紙の都市報では，人民が自発的に行
なった追悼活動の報道の何件も見られたからであ
る。都市『人民日報』は一般市民の動向より，政
府側の動向を重視したことが分かった。　　
　また図2から，三紙の記事の面積の割合は報道
件数の推移と同様な波状の変動が見られた。また
全体的に見れば，『人民日報』の7・23事故報道
の掲載紙面の割合は，三紙中で最も低く，『温州
都市報』道は最も高かった。また，大きな面積を
割いて集中報道を行った期間は，都市報の二紙は
7 月 24 日から 7 月 29 日であり，『人民日報』は 7
月 29 日のみであった。とりわけ『温州都市報』
の7月25日の紙面の半分を7・23事故の報道にあ
て，『新京報』の場合も7月29日には報道紙面の
2割近くに達した。
　以上の分析から，三紙の7・23事故報道件数及
図２　三紙の記事の面積の割合の時間推移
図１　三紙の報道件数の時間推移　　　単位：件
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び記事の面積の割合の変化の傾向は一致している
こと，『人民日報』は7・23事故への注目度は最
も低く，『温州都市報』は最も高いこと，そして
『人民日報』の政府及び指導者の動向への関心は
最も高いことがわかった。
5－3　報道ジャンル
　新聞報道においては，ある出来事の報道に際し
て，どの報道ジャンル（すなわち新聞紙の政治報
道，市民に身近な社会報道，事故の発生経緯や政
府の対応といった事件の各側面に対する評論）が
多いか，あるいは少ないかということから，それ
ぞれの新聞社の事件に対する重視の度合いや姿勢
が読み取れる。ジャンルは，政治報道（政治会
議，政策制度，行政，財政，軍事，外交，政治家
の講話，政治家の動向など），社会報道（訴訟，
事故，インフラ，家庭，結婚，健康，医療，衛
生，福祉など），評論（ある出来事について，疑
問を提出し，コメントする）という3つに分けら
れる。
　では7・23事故の報道の場合はどのジャンルが
多かったのだろうか。そこで図5に，三紙の7・
23 事故報報道ジャンルを「政治」，「社会」，「評
論」，「その他」（経済，スポーツなど）に分類し
た22。　　　
　『人民日報』の「政治」ジャンルは三紙の中で
最も高く，「社会」ジャンルと同じく4割を占め，
「評論」ジャンルも2割あった。また『温州都市
報』についてみると，「社会」ジャンルは7割を
占めたのに対して政治面の記事は2割であったが，
「評論」ジャンルは三紙で最も少なかった。そし
て『新京報』の場合は，3つのジャンルの比率に
は大きな違いがなく，「政治」，「社会」は4割近
く，「評論」は3割近くで報道したことがわかる。
　以上の三紙の7・23事故報道ジャンルの特徴を
整 理 す る と，『人 民 日 報』 は「政 治」，「社 会」
ジャンルの割合が高い。これに対して，『新京報』
では「評論」ジャンルが最も高い割合を占めてい
た。そして，『温州都市報』では「社会」ジャン
ルの割合が最も高かった。つまり，7・23事故報
道では，『人民日報』の政治性，『新京報』の評論
性，そして『温州都市報』の事故状況に関する情
報伝達機能という特徴が明白に現れたといえる。
　カイ二乗検定の結果，以上の傾向は有意なもの
である。
5－4報道主題
　次に，三紙の報道主題について分析するため，
記事の主題を以下の9項目に分けて調査した。①
「事故」そのものに関する内容を主題とするもの，
例えば事故状況や被害状況，救援の状況，死傷者
数，事故の交通への影響，外国での同様な事例の
紹介など。②「被害者」に関する内容，例えば事
故経験者の治療・生活状況，死傷者家族の動き，
死傷者リスト。③「救援活動」は市民，医療部門
の被害者救援・救助活動。④「指導者の動向」は
中央指導者，省長など省庁以上レベル幹部の動
向，講話等。⑤「政府の動向」は中央，地方政府
部門の対応・調査。⑥「社会の動向」は市民，慈
善団体，企業，病院など各面の動き。⑦「鉄道部
の動向」は鉄道部及び鉄道部門が記者会見での講
話，事故対応，措置等。⑧「復旧・賠償」は鉄道
線路の復旧状況，被害者の賠償状況。⑨「その
他」である。なお，一つの報道及び書き込みにつ
き，その中で最も多く論じられている主題を一つ
だけ採り上げて，一つの項目に数え，ダブルカウ
表３　三紙の報道ジャンルの割合 単位：件（％）
新聞 報道ジャンル
政治 社会 評論 その他 計
人民日報 8（40％） 8（40％） 4（20％） 0（0％） 20（100％）
新京報 29（36％） 29（37％） 18（25％） 2（2％） 78（100.0％）
温州都市報 26（23％） 76（69％） 6（5％） 3（3％） 111（100.0％）
合計 63（30.1％） 113（54.1） 28（13.4） 5（2.4%） 209（100.0％）
χ2（df=6，N=209）=24.62（p<.01）　　φ=. 34（p<.01）
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ントはしなかった23。図3は各項目別件数の割合
を示した結果である。　　　
　図3で示したように，「事故」を主題としたも
のの割合は，三紙とも高く，事故の被害状況につ
いて多数の情報を伝えたことが伺える。ただし，
『人民日報』の報道総数は少ないため，割合が高
くても報道件数は4件のみである。『新京報』は，
「事故」主題の報道が 27％と一番多く，およそ
1/3が事故情報の伝達であったといえる。
　また，「被害者」を主題としたものは，三紙と
も10％以上であった。従来の多くの突発事件報
道では，政府の救援活動内容が多く報じられた
が，この種の被害者数，被害者の状況の報道は少
なかった。一方，「被害者」主題では，遺族の悲
しみ，遺族と負傷者の家族が鉄道部の救援の不作
為に対し抗議する声，政府の賠償活動への不満な
どの内容のみならず，負傷者の治療の良好な状況
の報道や退院者数といった，人々を安心させる情
報も共に多かったのが特徴である。
　「救援活動」という主題は，『新京報』と『温州
都市報』が全紙面のうち2割を占めていたのに対
して，『人民日報』は5％と低かった。
　「指導者の動向」，「政府の動向」，「復旧・賠償」
の主題は，『人民日報』は総合的にみると，他の
二紙メに比べて高かったが，全体的な割合は低
い。三紙とも政治家，政府の動きについて述べる
ことは少ないことが分かった。
　「社会の動向」については，『人民日報』は5％，
『新京報』は2.6％，『温州都市報』は16.2％であっ
た。『温州都市報』には重視されたことが分かる。
その代わり「鉄道部の動向」については，『温州
都市報』の1.8％と低かったものの，『人民日報』
10％，『新京報』8.9％と割合が高かった。また
「復旧・ 賠償」 の主題では，『温州都市報』 は
21.6％，『新京報』は14.1％の報道量があったが，
『人民日報』は5％しかなかった。「その他」の主
題については，三紙とも1割を超えなかった。
　以上から，三種の新聞紙の特徴を整理すると，
『人民日報』は「事故」，「被害者」，「指導者の動
向」，「政府の動向」に関する状況を比較的多く報
じ，それ以外は少なかった。それに対し，『新京
報』は「事故」，「被害者」，「救援活動」，「復旧・
賠償」に焦点を当て，鉄道部門の問題や経済発展
モデルの問題に注目していた。『温州都市報』は，
「事故」，「救援活動」，「社会の動向」，「復旧・賠
償」関する情報提供を多く行い，ネット上にあふ
れる事故原因への疑問に焦点を当てていた。
　三紙とも「事故」報道の割合は高かった。党報
『人民日報』と二つの都市報は事故情報伝達機能
を果たしたと言える。また，『温州都市報』はプ
ラスイメージを想起させる「救援活動」の報道，
及び安心感をもたらす「復旧・賠償」の報道が多
いという特徴も見られた。その一方で，『新京報』
は「事故」主題以外の他の主題については，大き
な差をつけずに報道したという特徴が明らかに
なったといえる。
5－5報道イメージ
　次に，報道が伝えたイメージを分析する。すな
わち事故とそれへの政府の対応などについて，主
図３　報道総数に占める各報道主題の割合
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にマイナスイメージを伝えたのか，それとも宣伝
式のプラスイメージを伝えたのか等を明らかにす
るため，各報道内容が与える印象を分析した。賞
賛する内容はプラスイメージとし，事故に関する
中立の事実報道は中立イメージ，政府・鉄道部批
判，事故に関わる問題の指摘や疑問の提起はマイ
ナスイメージとした。具体的にプラスのイメージ
とは，例えば「温州市のタクシー運転手は，無料
で事故負傷者を搬送する。これは社会の暖かい力
だ」というように肯定的な内容を指す。逆にマイ
ナスのイメージとは，例えば「事故の原因の分析
から，鉄道部の管理システムに大きな問題がある
と言えるのではないか？」というように否定的，
疑問を示すものを指す。表4はこれらを集計した
結果である24。　　　　
　この表から，『人民日報』と『温州都市報』で
はマイナス報道が少なかったことが一目瞭然で
ある。すなわちマイナス報道の割合は『新京報』
が24.4％であったのに対し，『人民日報』は5％，
『温州都市報』 は 4.5％と大きく異なっていた。
その一方，プラスイメージの状況はそれとは逆
であり，『人民日報』の10％，『温州都市報』の
15.3％に対して，『新京報』は5.1％しかなかった。
また，中立イメージの報道の割合は，三紙とも非
常に高かった。このように，『人民日報』と『温
州都市報』は報道イメージについては似通った姿
勢で7・23事故を報道したことがわかる。
　以上の分析から，三紙の7・23事故報道は全体
的にはいずれも中立イメージの記事を中心として
いたが，『温州都市報』と『人民日報』は強い宣
伝性を有し，『新京報』は批判性が強いという特
徴が捉えられた。
　また，報道イメージは時系列でどのように変
わっているのかを検討するため，一日ごとにそれ
ぞれ報道イメージの割合を図4から図6にまとめ
た。　　　　
　図4から，『人民日報』の殆どは中立報道であ
り，マイナスイメージとプラスイメージ報道は全
体的に少なく，7月26日にしかなかったことが，
その一方で，プラスイメージ報道も7月26日と7
月28日以外に見られなかったことがわかる。『人
民日報』のマイナスイメージ報道が少なかったの
で，時系列変動ははっきり見られない。     
　図5から，『新京報』も中立イメージが多かっ
表４　三紙の報道イメージの内訳 単位：件（％）
新聞紙 報道イメージ
マイナス 中立 プラス 合計
『人民日報』 １（5%）  17（85%） 2（10%）  20件（100.0%）
『新京報』 19（24.4%） 55（70.5%） 4（5.1%） 78件（100.0%）
『温州都市報』 5（4.5%）  89（80.2%） 17（15.3%）  111件（100.0%）
合計 25（12.0％） 161（77.0） 23（11.0） 209（100.0%）
χ2（df=4，N=209）=21.07（p<.01）　　φ=. 318（p<.01）
図４　『人民日報』の報道イメージの割合の時系列変動
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たが，マイナスイメージ報道も少なくなかったこ
とがわかる。その変動は，7月25日～7月29日に
集中し，7 月 30 日から中立イメージ報道しかな
かった。      
　図6から，『温州都市報』も上紙のように，中
立イメージ報道が中心であるが，プラスイメージ
報道も頻繁に報道されたことがわかる。しかし7
月31日からはマイナスイメージがなくなり，プ
ラスイメージと中立イメージ報道のみとなった。
　以上をまとめると，三紙の報道イメージの共通
点は，7月30日前後から，マイナスイメージ報道
はしなかったということが言える。
5－6プラス，マイナスイメージの内訳
　三紙ではどのような報道主題の内容について，
マイナスイメージの報道をしたのだろうか，そし
てどのような報道主題の内容について称賛の報道
を行ったのだろうか。これを検討するために，三
紙の「マイナス」報道と「プラス」報道の件数及
び割合を，報道主題ごとに整理し，表5と表6に
まとめた。   
　表5より，『人民日報』のマイナスイメージ報
道は，「事故」報道主題の1件しかない。『新京報』
のマイナスイメージ報道は，「事故」報道主題（6
件），「救援活動」報道主題（6件），「復旧・賠償」
報道主題（3 件） に偏っていた。『温州都市報』
は「事故」報道主題（4件）に関してのみ，マイ
ナスイメージ報道をしていた。
　三紙のマイナスイメージ報道の傾向は，統計的
に有意なものではない。
　表6より，『人民日報』は「救援活動」報道主
題（1 件），「復旧・賠償」報道主題（1 件）につ
いてプラスイメージ報道をしていた。『新京報』
は「救援活動」報道主題（4件）にプラスイメー
ジ報道をしていた。これに対して，『温州都市報』
は「救援活動」報道主題（7 件），「社会の動向」
報道主題（9件），「復旧・賠償」報道主題（7件）
など多くの主題にわたってプラスイメージ報道を
した。
　三紙のプラスイメージ報道の内訳に関しては，
有意な違いがあるといえる。
　具体的な内容に目を向けると，『人民日報』の
図５　『新京報』の報道メージの割合の時系列変動
図６　『温州都市報』の報道イメージの割合の時系列変動
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マイナス報道とは，7月26日の「発生すべきでは
ないことはなぜ発生したか」25 という新華社評論
で鉄道部の業務管理に不備があったために事故が
起きたのではないか，というネット上での疑問に
対する記事である。また2件のプラス報道は温州
市民の自発的な献血活動に対する賞賛，及び政府
の復旧活動が円滑に進んでいることに対する評価
であった。これらから，『人民日報』は，政府が
主導する救援活動を大々的に報道していたそれま
での宣伝姿勢を変えたと言うことができよう。
　『新京報』のマイナス報道は各主題にそれぞれ
同じ程度に行われていた。すなわち，事故発生原
因に関する問題，救援活動における問題，政府の
死者に対する賠償金額の算定に関する問題，事故
路線の運行再開の決定など行政面の内容への疑
問，事故による死者の遺品整理の方法といったこ
とへの批判，疑問が多かった。例えば，7月27日
の「事故賠償に応じることを奨励するのはいけな
い」26 では鉄道部が遺族と賠償金額を検討する際
に，鉄道部が遺族に対し，賠償条件を早期に受入
れて書類にサインする遺族には奨励金を出すとし
たことを厳しく批判した。また7月29日の「死者
の遺品整理をもっと急いで」27 では，鉄道部の事
故救援活動後の死者の遺品整理が粗雑であり，死
者の遺品を軽んじ，それらを迅速に捜索しなかっ
たことを指摘した。弁護士からの援助の1件は，
3人の弁護士が鉄道部の鉄道事故賠償制度には上
限がある点を考え直すことを提言し，鉄道部の事
故賠償制度に大きな欠陥が存在することを指摘し
た。「賠償・復旧」主題では，賠償金問題に関し
て数多くの報道がなされ，鉄道部の賠償制度を批
判した。遺族の利益と感情への配慮から賠償問題
に関心を払ったといえる。
　また同じく『新京報』のプラス面の報道は，す
べて救援活動を巡って展開された。その内容は主
に市民や民間機関などによる救援・救助活動であ
るが，それ以外にも，例えば救援活動が中止され
た後に事故車両内で「伊伊」ちゃんという児童を
表5　三紙のマイナスイメージ報道の内訳 単位：件（％）
新聞 報道主題
事故 被害者 救援活動 社会の動向 復旧・賠償 その他 合計
人民日報
1
100%
0
0.00%
0
0.00%
0
0.00%
0
0.00%
0
0.00%
1
100.00%
新京報
6
31.60%
0
0.00%
6
31.60%
1
5.30%
3
15.80%
3
15.80%
19
100.00%
温州都市報
4
80.00%
0
0.00%
0
0.00%
0
0.00%
0
0.00%
1
20.00%
5
100.00%
合計
11
44.00%
0
0.00%
6
24.00%
1
4.00%
3
12.00%
4
16.00%
25
100.00%
χ2（df=8，N=25）=6.22（n.s.）
表６　三紙のプラスイメージ報道の内訳 単位：件（％）
新聞 報道主題
救援活動 社会の動向 復旧・賠償 合計
人民日報 1（50％） 0（0.0％） 1（50％） 2（100.0％）
新京報 4（100.0％） 0（0.0％） 0（0.0％ 4（100.0％）
温州都市報 7（41.2％） 9（52.9％） 1（5.9％） 17（100.0％）
合計 12（52.2％） 9（39.1％） 2（8.7％） 23（100.0％）
χ2（df=4，N=23）=9.75（p<.05）　　φ=.65（p<.05）
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救った特警（特別警察）邵曳戎の救援活動に対す
る褒章を報道したものもあった。
　一方，『温州都市報』は『新京報』とは違う方
向性で「マイナス」イメージ報道と「プラス」イ
メージ報道を展開した。『温州都市報』のプラス
報道は「事故」主題以外に「救援活動」，「復旧・
賠償」，「その他」の主題でも行われた。そのうち
報道件数の多かった「救援活動」の主な内容は，
温州市民，企業，各種の組織の救援活動や，救助
活動にあたっての温州人の救援精神の宣伝報道で
あった。
　以上の分析から次のことがわかる。『人民日報』
には政府の救援精神を宣伝するような従来多かっ
た報道は見えなくなり，それに代って『人民日
報』では，そしてさらに『温州都市報』において
も，市民を称賛の対象とする市民の救援精神を宣
伝する報道が現れた。また『新京報』のマイナス
報道の中心は救援活動の問題と事故原因への疑問
に集中し，『人民日報』及び『温州都市報』と大
きな差がみられた。
5－7　発信クレジット
　発信クレジットとは，記事の発信者の名義であ
る。例えば，『新京報』に掲載されている一部の
記事でも，記事の文頭または文末に，「新華社電」
などの発信名義がつけられているが，それは新華
社が配信した情報であることを示す。逆に発信ク
レジットが付けられていない記事はその新聞社の
記事であることを意味する。発信クレジットか
ら，三紙がどの発信情報源の記事を載せているの
か，それぞれの媒体の記事がどれだけ利用された
かを知ることができる。以下では，発信クレジッ
トについて，「本社」，「新華社」（新華社と本社の
綜合報道も含み），「他の中央級メディア」，「政府
部門のホームページ」，「新浪微博などネットメ
ディア」，「その他」に分類する。それを集計した
結果は以下の表7の通りである。   
　表7を一見すると，三紙の7・23報道では，自
社の名義で発信した件数の割合が高かったほか，
新華社クレジットの割合も高かった。新華社クレ
ジットの割合は，『人民日報』が45％（9件），『新
京報』が16.7％（13件），『温州都市報』が15.3％
（17件）であった。『人民日報』と二紙の都市報
との間には，新華社を情報源とする記事の割合に
大きな違いがあることがわかる。この傾向は統計
的にも有意なものである。
　特に大きな突発事件が発生した際，国営通信社
の新華社クレジットの発信は依然として中国各新
聞紙の重要な情報源として扱われている。その三
紙のうち，『人民日報』の新華社への依存度は都
市報よりかなり高かったことが分かった。
　さてここで，冒頭で指摘したように，三紙が
ネットメディアの情報にいかに影響されているか
という点に着目したい。7・23事故報道において
は，これまでの突発的な事故報道で利用されてい
なかった新浪微博，政府のホームページの情報が
既存メディアの情報源として初めて利用された。
政府のホームページで掲載された情報の内容は政
府側の公式発表と同様だが，事故が発生した直後
に政府部門がインターネットを運用し市民に情報
を公開するという動きは，政府が突発事件報道に
ついての情報を素早く公開することを重視するよ
うになったことを示しているのではないか。ま
た，政府部門がネットメディアを通じて市民に情
報公開することも常態化していく傾向があるので
はないか。一部の民意が集まった新浪微博をクレ
表７　三紙の7・23事故報道の発信クレジットの割合 単位：件（％）
新聞 発信クレジット
自社 新華社
新華社以外の
中央級メディア
新浪微博
政府部門の
ホームページ
合計
人民日報 9（45.0％） 9（45.0％） 0（0.0％） 0（0.0％） 2（5.0％） 20（100.0％）
新京報 54（69.2％） 13（16.7％） 5（21.0％） 4（6.4％ 2（2.6％） 78（100.0％）
温州都市報 94（84.7％） 17（15.3％） 0（0.0％） 0（0.0％） 0（0.0％） 111（100.0％）
合計 127（60.8％） 69（33.0％） 5（2.4％） 4（1.9％） 4（1.9％） 209（100.0％）
χ2（df=8，N=209）=70.02（p<.01）　　φ=.58（p<.01）
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ジットとして掲載したのは，『新京報』と『人民
日報』であった。それらの民意は，事故の発生原
因に関する疑い，事故救援への不満及び温州市民
救援精神への賞賛に集中した。
5－8　ニュースソース
　三紙は，誰を取材した情報を使って7・23事故
を報道したのだろうか。政府への取材が多かった
のかそれとも市民への取材が多かったのか，ある
いはただ政府が発表した情報をそのまま報道した
のか。市民ニュースソースの多ければ新聞社が市
民の声を紙面によく反映させているとみなせる，
政府ニュースソースが多ければ新聞社が政府部門
の公的な情報の公表に力を入れているとみなせ
る。
　ニュースソースについては，「政府ニュース
ソース」，「民間ニュースソース」，「不明」に分類
する。「政府ニュースソース」とは，公人，政府
機関，公的資金で設立される団体による発信を指
す。「民間ニュースソース」とは，一般企業，民
営化企業，個人，非営利性組織などがこれに属す
る。その他は不明なニュースソースである。報道
ニュースソースに関する問題はニュースソースの
集計データを基づき分析を行う28。
　この三種のニュースソースを集計した結果は表
8でまとめた。   
　『人民日報』の政府ニュースソース報道は17件
であり，報道全体の85％を占めている。その一方，
『新京報』，『温州都市報』はそれぞれ29件，53件
で報道総件数の 37.2％，47.2％を占めた。また，
『新京報』の民間ニュースソースが最も多かったの
に対して，同じく都市報としての『温州都市報』の
政府のニュースソースが一番多かった。
　以上の分析によって，『人民日報』は政府部門
の公的情報の公表機能が強いという特徴がはっき
り見られ，また『新京報』は民間のニュースソー
スを多く利用することで強い「市民性」の特徴が
現れたことがわかる。しかし，地方都市報の『温
州都市報』では，公的情報の公表が市民の声の反
映より多く，『新京報』と異なる特徴が見られた。
以上の傾向は統計的に有意なものである。
　では時系列的には，政府ニュースソースの報道
が多くなったのだろうか，それとも民間ニュース
ソースの報道が多くなったのだろうか。各ニュー
スソースの割合の1日ごとの変化を図7から図9
にまとめた。    
　図7から図9から，7月29日以前は，『人民日報』
は民間ニュースソースを用いたが，主なニュース
ソースは政府だったことがわかる。また，7月29
日から政府ニュースソースの情報しか報じられな
かった。『新京報』 も同じく 7 月 29 日から政府
ニュースソースの情報しか報じなかったが，7月
29日以前は民間ニュースソースの報道が主だっ
た。『温州都市報』道は民間ニュースソースと政
府ニュースソースの割合には7月31日以前には一
定の傾向は見られない。だが，8月1日には政府
ニュースソースの報道が過半数となった。『人民
日報』と『新京報』では，民間ニュースソース報
道がなかった7月30日と7月31日に，『温州都市報』
道は，治療中の負傷者の回復状況と，微博にあふ
れた事故負傷者を救助する活動の呼びかけという
2件の民間ニュースソースを用いた報道を行った。
　以上の分析をまとめると，7 月 30 日から政府
ニュースソース報道とプラスイメージを伝える民
間ニュースソース報道しか掲載されない傾向が見
られたと言える。
表８　三紙の各ニュースソースの割合 単位：件（％）
新聞 ニュースソース1
民間 政府 不明 計
人民日報 3（15.0％） 17（85.0％） 0（0.0％） 20（100.0％）
新京報 42（53.8％） 29（37.2％） 7（9.0％） 78（100.0％）
温州都市報 49（44.1％） 53（47.2％） 9（8.1％） 111（100.0％）
合計 94（45.0％） 99（47.4％） 16（7.7％） 209（100.0％）
χ2（df=4，N=209）=14.81（p<.01）　　φ=. 27（p<.01）
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　また，以上のニュースソースの詳細について，
①「記者」，②「市民・企業・団体」，③「ネッ
ト」，④「政府」，⑤「不明」の5目に分けて分析
した。すなわち，①「記者」は記者の事故現場で
の感想，②「市民・企業・団体」は市民，企業，
非政府組織など団体に対する取材情報，③「ネッ
ト」はインターネット上の7・23事故に関する発
信，④「政府」は政府部門，政府関係者が発表し
た7・23事故に関する情報，⑤「不明」はニュー
スソース不明の報道である。なお，一つの報道に
つき，その中で最も多く論じられているニュース
ソースを一つだけ採り上げて，一つの項目に数
え，ダブルカウントはしなかった。表9にそれら
をまとめた。    
　表9によると，『人民日報』では政府ニュース
ソースが大きく扱われたのに対して，他のニュー
図9　『温州都市報』のニュースの割合の時系列変動
図8　『新京報』のニュースの割合の時系列変動
図7　『人民日報』のニュースの割合の時系列変動
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スソースは少なかった。明らかになったソース
は，「記者」，「市民・企業・団体」，「ネット」そ
れぞれ4件（20％），1件（5％），1件（5％）ある。
ほかの二紙では政府ニュースソースが最も多く扱
われた以外に，『新京報』，『温州都市報』の「市
民・ 企業・ 団体」 ニュースソースはそれぞれ
25.6％，37.8％で，2 位であった。ネットニュー
スソースは三紙でもあったが，『新京報』の割合
が最も高く，1割に上ったことを指摘したい。
　以上の分析をまとめると以下のようになる。7
月30日から三紙とも政府ニュースソース報道を
中心とし，また『人民日報』の7・23事故の報道
では，政府の公式情報以外には殆どなかった。他
の二紙は政府の公式情報と市民，団体等民間から
の情報とも大きく報道したが，『新京報』の「民
間性」 は『温州都市報』 より強かった。 また，
ネットメディア上の発信は党報，都市報には現れ
ていることから，既存メディアはネット上の民意
を伝えていると言えよう。
6．結論と考察
　以上の分析結果から，次の六点が考えられる。
　第一に，今回の突発事件の三紙の報道を全体的
にみると，前半期は事件の情報伝達と「評論」に
力が入れられたが，しかし調査報道が最も求めら
れる後半期には報道は殆ど行われなかった。突発
事件における前半期には，事件を十分に把握して
速やかに情報を提供することが市民に望まれてい
るが，後半期になると，評論ではなく，徹底的に
事実の調査報道を行うべきではないのか。
　第二に，今回の突発事件における三紙の機能は
以下のようにまとめられる。すなわち，『人民日
報』は党と政府によって公表された情報を伝達す
る機能を，また『新京報』は事故に関する諸側面
の情報の伝達機能と当局への監督機能の両方を，
そして『温州都市報』は主に事故に関する諸側面
の情報の伝達機能をそれぞれ果たした。また，そ
れぞれの役割の違いは各紙の性質から生みだされ
たと考えられる。つまり，『人民日報』の党と政
府の「喉と舌」という役割，『新京報』と『温州
都市報』の市民向けの情報紙という性質の違いが
重要である。『人民日報』は公権力の監視機能や
情報伝達機能よりも党の宣伝機能を優先するのに
対して，『新京報』と『温州都市報』は市民に身
近な情報を提供することを優先するからである。
　第三に，政府が主催する救援活動を『人民日
報』が宣伝する姿勢が弱まり，市民の救援精神を
宣伝する姿勢が現れるようになってきた。その変
化の背景としては，冒頭で述べたように2009年
に『人民日報』の編集方針を改める時に，「党報」
としての性質を堅持しながらも報道性と市民性 29
を打ち出すことを強調したことが重要である30。
しかし今回の分析の結果からは，7・23事故報道
に際してはこの編集方針と『人民日報』の報道姿
勢の変化と緊密な関係は見られなかったと言えよ
う。なぜなら，市民性を重視するなら，事故翌日
の7月24日の一面に事故報道を掲載するはずであ
る。結局，ネット上にあふれる事故議論の圧力で
ようやく7月25日にそれを一面に掲載したといえ
るだろう。このような『人民日報』の報道姿勢の
調整は，先行研究「7・23温州列車事故報道のフ
表９　三紙の各ニュースソースの内訳 単位：件（％）
新聞 ニュースソース2
記者
市民・企業・
団体
ネット 政府 不明 計
人民日報 4（20.0％） 1（5.0％） 1（5.0％） 14（70.0％） 0（0.0％） 20（100.0％）
新京報 14（17.9％） 20（25.6％） 8（10.3％） 29（37.2％） 7（9.0％） 78（100.0％）
温州都市報 1（0.9％） 42（37.8％） 7（6.3％） 52（46.8％） 9（8.1％） 111（100.0％）
合計 19（9.1％） 63（30.1％） 16（7.7％） 95（45.5％） 16（7.7％） 94（45.0％）
χ2（df=8，N=209）=31.19（p<.01）　　φ=. 39（p<.01）
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レーム分析―人民日報，南方都市報，ニューヨー
ク・タイムズを中心に」（代国麗　2012）では言
及されていない。さらに同研究は，『人民日報』
のこの事故に関する報道姿勢の背景については，
ネットメディアの影響には目を向けず，もっぱら
党のコントロールという要因だけを説明してい
る。
　第四に，同じ都市報でも『新京報』と『温州都
市報』の報道から異なる特徴が見出された。それ
は，『新京報』の高い批判性と『温州都市報』の
高い政府情報への依存性である。中国では，「地
域を跨る監督」（「異地監督」，すなわちある地域
のニュース報道メディアが，他の地域の出来事や
人の監督報道の役割を担うこと）31 という監督方
式がある。各地方のニュースメディアはそれぞれ
の地方政府にコントロールされやすいために，
往々にして自らの地域で発生した幹部の汚職や政
府部門の不祥事等への批判報道を回避する。そこ
で，その代りとして他地域のニュースメディアが
批判報道を行うということである。今回の鉄道事
故の報道では，現地の新聞である『温州都市報』
との報道内容と，他地域の新聞である『新京報』
の報道内容の間に，この相違が現れたわけであ
る。また，この二紙の報道に相違が生じたもう一
つの原因は，地方政府は中央指導者に地域の市民
精神を宣伝するため，地方市民の救援活動を多く
報道させた一方で，『新京報』は全国市民向けの
調査報道新聞紙であるので，情報伝達の役割以外
に全国市民を代弁して責任追及を行う役目も果し
た，ということである。
　第五に，既存メディアがネットメディアの利用
が拡大していることを重視し，ネットメディア上
で発信される情報，とりわけ新浪微博上の書き込
みを参照する傾向があるということである。ソー
シャルメディアの書き込みは民意の一部を代表す
るものであるので，既存メディアは突発事件が発
生した直後には，市民を取材するよりもソーシャ
ルメディア上にあふれる意見を参照したほうが効
率的である。またそれによってネット上の声を反
映する記事を読み共感する新聞購読者もいる。そ
してそのような彼らが，また通信，通話，ネット
などコミュニケーション方式を通じてそのような
共感を発信し，さらに多くの受け手に伝えられる
連鎖が生じる。つまりネットメディア上の市民の
声が既存メディアによって拡大され，ある程度に
なると，政府の政策や制度の設定にそれが民意と
して反映される可能性が拡大することになるた
め，政府の監視機能を強める役割も併せ持つと言
える。
　第六に，新聞紙の突発事件報道は依然として中
央宣伝部に操作されているものの，それに抵抗す
る動きがあった。すなわち中央宣伝部が7月24，
25日の報道制限令の通知直後，三紙の報道は急
に減らず，むしろ都市報二紙においては批判報道
が多かった。しかし，7月30日から報道量が急減
し，しかもその報道内容は公表情報と温州市民の
貢献精神ばかりであった。これは，メディアが表
面的には中央宣伝部のコントロール下にあるよう
に見えるが，その背後には当局への抵抗の動きが
存在していたことを意味している。この抵抗の動
きの存在は先行研究は見落とされていた。
　本稿は，以上のように三紙の報道の違いとそれ
らの要因を考察した。「異地監督」の監督方式は，
「官本位」思想の強い中国社会に期待されている
が，2011年末から，浙江省をはじめ，中国の多
数の省では「報道の取材編集活動規範化に関する
意見」32 を公表し，地方メディアの「地域を跨る
監督」を禁止した。政府部門の不正などへの監視
は弱くなることが懸念される一方，ネットメディ
アの発達による権力による人民監視機能の強化傾
向も見える。このような一進一退という状況で，
今後の突発事件報道はどう展開するのであろう
か。今後はさらにほかの事例も分析し，7・23事
故の事例と比較することによって，突発事件報道
の在り方とその将来について，さらに検討し，明
らかにしていきたい。
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